
参考資料６

Ｎｏ １．項目
２．実施事業・計

画・取組等
３．２の概要等（事業の内容、目的

等）
２に関係する

課①
２に関係する

課②
市町
村

事業等の実施効果の目安
となるもの

目標設定等
数値
目標

R３の実績及び状況
参考

R2の実績及び状況

記入例
2-(3)．
各分野にお
ける新人材

市町村窓口職
員へ研修等

　特に、市町村等の地域支援シス
テム構築を目的とした研修等の実
施により、市町村の支援体制の整
備に対する支援を行う。

障害福祉課 ○
市町村窓口職員研修への
参加市町村数

20市町村
(年間)

【実績】
参加市町村数：19市町村

【状況】
令和3年8月～10月にかけて研修動画配信。研修内
容は、体制整備計画の説明、特性・疑似体験解説、
窓口対応で心がけたいこと、沖縄県発達障害者支援
センターの概要等。

【実績】
参加市町村数：21市町村

【状況】
令和元年８月に市町村窓口職員研修を実施し、21市
町村の81人が参加した。研修内容は、体制整備計画
の説明、教育と福祉の連携（教育庁）、市町村におけ
る取組（那覇市）、対応方法に関するグループワーク

1

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

乳幼児健康診
査受診率

　市町村が実施する乳幼児健康
診査の受診率の向上により、乳幼
児期からの早期発見、早期支援に
つながる。

地域保健課 ○ 乳幼児健康診査受診率

94.0%
(1歳6ヶ月）

91.0%
(3歳児）

○

【実績】
※速報値（乳幼児健康診査報告書より：一部市町村
確認中）
1歳6ヶ月：86.1%、　3歳児：85.0%

【状況】
令和３年度は令和２年度に比べ１歳６か月児健診で
1.0ポイント、３歳児健診で1.6ポイント減少している。
引き続き、新型コロナウイルス感染拡大により延期や
中止になるなど大きな影響を受けていることが考えら

【実績】※速報値
1歳6ヶ月：87.1%　、　3歳児：86.6%

【状況】
令和２年度は令和元年度に比べ１歳6か月児健診で
3.8%、3歳児健診で3.0%減少している。新型コロナウイ
ルス感染拡大に伴う健診の延期により日程が合わな
くなったことや、親自身が受診を控える等の受診抑制
による影響が考えられる。

2

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

有所見率の推
移

　乳幼児健康診査の有所見児に
対するフォローを実施するための
参考値となり、発達障害児を含め
た有所見児の早期発見、早期支
援につながる。
　※健診後の要フォローについて
は、「乳幼児健診の事後フォロー
実施状況」（沖縄県の母子保健）に
ついて各市町村の取組で整理

地域保健課 障害福祉課 ○ 有所見率 - -

【実績】
R3
6.7% (1歳6ヶ月児）
7.0% （3歳児）：409+460/13,788×100

※有所見率：（精神発達（実）＋言語発達遅滞（実））/
受診児全体×１００
言語発達遅滞は、健診所見内訳の内、言語発達を指
す

【実績】
R２
5.0% (1歳6ヶ月児）
5.2% （3歳児）：387+321＋1+6/13,811×100

※有所見率：（精神発達（実）＋言語発達遅滞（実））/
受診児全体×１００
言語発達遅滞は、健診所見内訳の内、言語発達を指
す

3

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

宮古・八重山に
おける乳幼児専
門健診

　宮古・八重山福祉保健所で乳幼
児の発達相談等の個別相談を実
施することにより、離島支援の充
実を図ることを目的としており、親
の育児不安の解消や関係者への
支援にも繋がっている。

地域保健課 保健所 ○
宮古・八重山における乳幼
児専門健診の実施状況

- -

【実績】
○宮古保健所
○八重山保健所
両保健所ともに、新型コロナウイルス感染症感染拡
大のため、
令和３年度は実績なし。

【実績】
○宮古保健所
・講演会開催(令和2年10月実施)
○八重山保健所
・R2実施なし

4

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

乳幼児健診時
の心理士の配
置

　乳幼児健診時に心理士を配置す
ることにより、健診の充実を図る。

地域保健課 ○
乳幼児健診時の心理士の
配置率（市町村）

- -

※速報値
【実績】
R3配置率
　乳児健診：７村（17.1%）
1歳6か月児：８市５町13村（63.4%）
　　　　3歳児：８市５町13村（63.4%）

【実績】
R２配置率
　乳児健診：９村（22.0%）
1歳6か月児：８市６町13村（65.9%）
　　　　3歳児：８市６町13村（65.9%）

5

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

乳幼児健診後
のフォローの充
実に向けた市町
村支援（市町村
発達障害者支
援体制サポート

　発達障害地域支援マネジャーに
より、乳幼児健診後のフォローの
充実に向けた市町村支援を行う。

障害福祉課 ○
市町村発達障害者支援体
制サポート事業の実施状
況(支援市町村数)

- -
【実績】
支援市町村数：8カ所
延支援回数：19件

【実績】
支援市町村数：20カ所
延支援回数：50件

様式１　令和３年度実績報告（第３期計画　発達障害者支援関係事業一覧）
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1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

乳幼児健診事
後教室の実施
状況

　
　乳幼児健診事後教室は、乳幼児
健診後の発達が気になる子のフォ
ローや早い段階での支援開始を
目的とし、市町村が主体的に実施
しているもので、設置数をあげるこ
とにより、より地域での早期支援体
制の構築につながる。

地域保健課 障害福祉課 ○
乳幼児健診事後教室設置
市町村数

－ －

※速報値
【実績】
 20市町村

【状況】
令和３年度は、11市中８市、町村では、７町５村で実
施されている状況である。離島等小規模市町村にお
いて、対象者が少ない場合や専門職の確保が難しい
等の理由により個別相談や訪問、保育所等との連携
によりフォローされている状況がある。

【実績】
18市町村

【状況】
令和２年度は、11市中８市、町村では、６町４村で実
施されている状況である。離島等小規模市町村にお
いて、対象者が少ない場合や専門職の確保が難しい
等の理由により個別相談や訪問、保育所等との連携
によりフォローされている状況がある。また、子育て
支援の事後教室としての親子教室は21市町村で実
施されている。

7

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

乳幼児健診の
事後フォローの
実施状況

乳幼児健診後に発達が気になる
子へのフォロー体制の充実を図
る。

地域保健課 ○ 各市町村の実施状況 ４１市町村 ○

【実績】
41市町村

【状況】
乳幼児健診事後教室の実施や訪問、電話連絡、個
別相談、保育所との連携等各市町村において取り組
みが実施されている。

【実績】
41市町村

【状況】
乳幼児健診事後教室の実施や訪問、電話連絡、個
別相談、保育所との連携等各市町村において取り組
みが実施されている。

8

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

「沖縄県の母子
保健」の作成

  地域における母子保健対策向上
のための基礎資料としての活用を
目的とし、母子保健施策の充実、
強化を図る。

地域保健課
沖縄県の母子保健の作成
（頻度、母子保健の冊子発
行数等）

- -
【実績】
令和３年度版：令和４年度発行・配布予定
令和２年度版：令和３年度発行・配布準備中

【実績】
令和２年度版：令和３年度発行・配布予定
令和元年度版：令和２年度発行・配布済

9

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

発達障害特有
のアセスメント
ツール
（M-CHAT
PARS 等）の普
及

　必要な支援を考えたり、将来の
行動を予測したり、支援の成果を
調べるための方法として普及を図
ることにより、早期発見、早期支援
体制の充実を図る。

障害福祉課 地域保健課 ○
アセスメントツールの普
及・検討の実績（検討会や
研修等の実績）

１回
(年間)

○

【実績】
主催・共催研修：１回
＜検討会＞
・県障害福祉課・県地域保健課・沖縄県小児保健協
会との4者会議：２回

【実績】
2回

【状況】
＜共催＞
・こどもの育ち支援委員会継続研修会「新版K式発達
検査を用いた子どもの理解と発達支援」：1回
＜検討会＞
・県障害福祉課・県地域保健課・沖縄県小児保健協
会との4者会議：１回

10

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

市町村保健師
研修

 市町村の新人保健師に対し研修
を実施することにより、保健師の資
質向上を図る。

地域保健課 ○
市町村保健師研修受講者
数

2,000人
(累計)

○

【実績】
R3受講者28名（うち市町村保健師22名）
R3年度は新型コロナ感染拡大防止のため新任研修
会のみ開催しその他の研修中止。

【実績】
R2受講者33名（うち市町村保健師28名）
R2年度は新型コロナ感染拡大防止のため新任研修
会のみ開催しその他の研修中止。

11

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

早期発見、早期
支援者に対する
研修等（発達障
害者支援セン
ター運営事業）

　主催研修及び共催研修、講師派
遣等による研修の実施により、支
援者の資質向上を図る。

障害福祉課 地域保健課

発達障害者支援センター
運営事業で実施した早期
発見、早期支援者に対す
る研修実績

- -

【実績】
共催：【乳幼児健診における発達がきになる子をもつ
保護者支援について　オンライン研修 】：（延べ受講
人数225名）
講師派遣：４件（２１０名）

【実績】
○主催・共催研修
   件数：11件
　延べ受講者数：974名

○講師派遣
　件数：64件
　延べ受講者数：1,905名

12

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

障害児等療育
支援事業

　在宅の障害児等が身近な地域で
療育指導等が受けられる療育機
能の充実を図る。

障害福祉課
施設支援指導事業実施件
数

３００件
（年間）

○

【実績】
施設支援　362件

【状況】
箇所数：10カ所
登録人数：2,910人
訪問療育789件、外来療育2,050件、施設支援362件、
合計3,201件

【実績】
施設支援　375件

【状況】
箇所数：10カ所
登録人数：2,761人
訪問療育1,007件、外来療育2,484件、施設支援375
件、合計3,866件
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1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

地域子育て支援
拠点事業

　地域の子育て中の親子の交流
促進や、育児相談等を実施し、地
域の子育て拠点として地域の子育
て支援活動の展開を図る取組等を
実施し、地域の子育て支援機能の

子育て支援
課

○
地域子育て支援施設設置
数等（実績）

－ － 【実績】
97箇所
【実績】
94箇所
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1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

保育所等訪問
支援（障害児通
所支援）

　障害のある子が集団生活を営む
施設に訪問支援員が訪問し、専門
的な支援・相談などを行うサービス

障害福祉課 ○
保育所等訪問支援事業所
数

- -
【実績】
31カ所

【実績】
24カ所

15

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

児童発達支援
（障害児通所支
援）

　未就学の障害のある子どもに対
して、日常生活における基本的な
動作の指導、集団生活への適応
訓練などを行うサービスであり、発
達障害児の利用促進を図る。

障害福祉課 ○ 児童発達支援事業所数 - -
【実績】
304カ所

【実績】
278カ所

16

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

親子通園事業

　発達に遅れがある子に対して、
早期の療育支援を行うとともに、
育児に関する不安を保護者ととも
に考える子育て支援を目的として
いる。

障害福祉課 ○ 親子通園事業設置箇所 22ヵ所
（設置数）

○

【実績】
18事業所（沖縄県発達支援通園事業連絡協議会加
盟事業所数）

【実績】
18事業所（沖縄県発達支援通園事業連絡協議会加
盟事業所数）

17

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

保育士等への
研修（発達障害
に関する研修会
の開催分）

保育士等を対象に発達障害支援
に関する研修を実施し、保育士等
の資質向上を図る。

子育て支援
課
（R2年度から
義務教育課）

障害福祉課 ○ 保育士等への研修実績
500人
(年間)

○

【実績】
修了者数　844人（R4.6.30)
（保育士等への研修実績　保育士等キャリアップ研修
（障害児保育分野））

【実績】
修了者　724人
（保育士等への研修実績　保育士等キャリアアップ研
修（障害児保育分野））

18

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

児童発達支援
事業所及び放課
後等デイサービ
ス事業所職員に
対する研修等
（発達障害者支
援センター運営
事業及び圏域別
研修等事業）

　児童発達支援事業所及び放課
後等デイサービス事業所職員に対
し、発達障害支援に関する内容の
研修等を実施し、サービスの向上
を図る。

障害福祉課 福祉事務所

発達障害者支援センター
運営事業および圏域別研
修等事業で実施した児童
発達支援事業所及び放課
後等児童デイサービス事
業所職員に対する研修の
実績

研修４回
講師派遣

１０件
（年間）

○

【実績】
研修13件、10件
【状況】
○発達障害者支援センター
主催・共催研修：６回（延べ人数1,019名）
講師派遣：10件　（294名）
○北部　２回／各19名参加　北部圏域９市町村における
ペアレントプログラムの取組（行政・事業所の立場から
をテーマに,管内市町村職員、ファミサポ職員、保育所職員
を対象に実施した。
１回／４０名参加　医療的ケア児研修会を実施
○中部　研修１回／94名視聴
オンライン開催
中部圏域発達障害児者支援者研修会（令和４年２月26日
実施）
「子育て奮闘中のパパママへ～ささやかな育児のヒント」
（当事者講演、新サポートノートえいぶる説明）
○南部　研修１回/127名参加　オンライン開催
市町村における医療的ケア児の支援体制整備に関する研
修会
令和3年11月30日開催
○宮古　圏域別研修等事業：1回/34名
・「発達障害啓発講演会」（2/5）
　「あると助かるえいぶるノート」（オンライン開催：34名）
※「宮古圏域ペアレント・プログラム」は新型コロナウィルス
感染拡大防止のため中止。
○八重山　2回
・圏域別研修
①発達支援関係者向け研修会「発達が気になる子ども達
の支援」の実施（令和３年８月14日　参加者55名）
②発達支援関係者向け研修会「発達探偵　仮説くん！～
発達が気になる子どもへの支援」の実施（令和４年２月２
日　参加者26人）

【実績】
研修12件、講師派遣７件

【状況】
〇発達障害者支援センター
・児童発達支援事業所職員等に対する研修等の実施
主催・共催研修：7件、講師派遣：7件（受講者総数：762名）

○北部　1回／19名参加
・石垣市におけるペアレントプログラムの取組（行政・事業
所の立場から）
・国頭村におけるペアレントプログラムの取組（行政の立場
から）
をテーマに,管内市町村職員、ファミサポ職員、保育所職員
を対象に実施した。

○中部　研修１回／32名参加　オンライン開催
中部圏域発達障害児者支援者研修会
「繋ぎの支援～新サポートノートえいぶる」
（令和３年３月１２日）

○南部（実績無し）コロナ拡大防止のため。

○宮古　圏域別研修等事業：1回/61名
・「発達障害啓発講演会」（1回）（視聴者：61名）
※「「新サポートノートえいぶる」研修会」、「宮古圏域ペア
レント・プログラム」は新型コロナウィルス感染拡大防止の
ため中止。

○八重山
・圏域別研修
①発達支援関係者向け研修会「地域で支える子どもの育
ち」の実施（令和２年７月18日　参加者47名）
②就労支援者向け研修会（発達障害）「利用者が安心し
て、支援者が楽になる、新サポートノートえいぶる活用に
ついて」の実施（令和２年６月11日　参加者19名）
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1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

巡回支援専門
員整備事業（市
町村地域生活
支援事業）

　発達障害等に関する知識を有す
る専門員が、保育所等の子どもや
その親が集まる施設・場への巡回
支援を実施し、障害の早期発見・
早期対応のための助言等の支援
を行う事業であり、活用を図ること
により早期発見につながる。

障害福祉課 ○
巡回支援専門員整備事業
実施市町村数

２２市町村 ○
【実績】
実施市町村数：19市町村

【実績】
実施市町村数：19市町村

20

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

圏域自立支援
連絡会議（障害
者等相談支援
体制整備事業）

　各圏域に圏域自立支援連絡会
議を設置し、市町村の課題抽出、
相談支援体制に対する支援等を
行う。

福祉事務所 障害福祉課
圏域自立支援連絡会議設
置状況（療育・教育部会関

係）
- -

○北部　療育・教育部会　年２回開催
北部　２回／各19名参加　北部圏域９市町村におけるペア
レントプログラムの取組（行政・事業所の立場からをテーマ
に,管内市町村職員、ファミサポ職員、保育所職員を対象
に実施した。
医療的ケア児研修会を実施　１回４０名。医療的ケアが必
要なお子さんが利用できるガイドブックについて、市町村
の窓口に設置できているので今後の展開を図っていく。　・
世界自閉症啓発デー及び発達障害啓発週間に市内の
ショッピングセンターに啓発パネルを設置した。
○中部　療育教育部会　年３回開催
・中部圏域「教育と福祉の連携」推進連絡会　令和３年12
月15日オンライン開催／137名視聴（トライアングルプロ
ジェクトに係る行政説明、実践事例報告）　・中部圏域医療
的ケア児等コーディネーター連絡会議　令和４年２月24日
オンライン開催／24名参加（行政説明、実践事例報告）　・
医療的ケア児と家族の育児・療育サポートガイド〔令和３年
度版〕を発行・ホームページに公開
○南部　療育教育部会　年1回開催
研修会　年1回開催／127名参加　オンライン
市町村における医療的ケア児の支援体制整備に関する研
修会
○宮古　療育・教育部会（年２回開催）
第１回
・ペアレント・プログラムについて、精神疾患のある保護者
の対応について、院内学級について
第２回
・医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律
について、宮古圏域発達障害講演会「あると助かるえいぶ
るノート」について、精神疾患のある保護者への対応につ
いて
・ヤングケアラーについて
○八重山　療育・教育部会　年２階開催
・石垣市でペアレントプログラムを実施。

【実績】
○北部　療育・教育部会　年２回開催
・石垣市・国頭村におけるペアレントプログラムの取組状況につい
て、市町村職員、ファミサポ職員等向け研修会を開催した。
・国頭村、大宜味村でペアレントプログラム実施。
・昨年度作成した医療的ケアが必要なお子さんが利用できるガイ
ドブックについて、「ガイドブック作成委員会」を開催し、修正、追加
箇所、周知の方法等について確認した。
・世界自閉症啓発デー及び発達障害啓発週間に市内のショッピン
グセンターに啓発パネルを設置した。

○中部　療育教育部会　年２回開催
・中部圏域医療的ケア児等コーディネーター連絡会議
（12月8日オンライン開催　27名参加）
・医療的ケア児と家族の育児・療育サポートガイド〔令和２年度初
版〕を発行・ホームページに公開

○南部（実績無し）コロナ拡大防止のため。

○宮古　療育・教育部会（年3回開催）
・医療ケア児の保護者のレスパイトについて状況確認。
・精神疾患のある保護者への支援について討議。
その他、部会の取組として、「ペアレント・プログラム意見交換会」
を開催(1回)。
※「宮古圏域ペアレント・プログラム」は新型コロナウィルス感染拡
大防止のため中止。

○八重山
・療育・教育部会は、新型コロナウィルス感染症の影響で非開催
・ペアレントプログラムを石垣市、与那国町で実施。

21

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

障害児入所支
援事業

福祉型障害児入所施設及び医療
型障害児入所施設・指定医療機
関があり、障害の特性に応じて、
保護、日常生活の指導及び独立
自活に必要な知識技能や治療を

児童相談所 障害福祉課
障害児入所支援サービス
の提供

- -

【実績】
医療型障害児入所施設（指定医療機関の沖縄病院、
琉球病院含め）：６施設
福祉型障害児入所施設：４施設

【実績】
医療型障害児入所施設（指定医療機関の沖縄病院、
琉球病院含め）：６施設
福祉型障害児入所施設：４施設
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1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

要保護児童対
策地域協議会

　要保護児童対策地域協議会へ
の参加により、情報交換及び支援
内容に関する協議を行うことや、
既設置市町村に対しての運営支
援を強化し、協議会の活用を図
る。

青少年・子ど
も家庭課

児童相談所 ○ 児相の参加状況 － －

【コザ児相実績】
管内市町村要対協参加実績
全247件
・代表者会議…14件
・実務者会議…19件
・進行管理会議…18件
・個別支援会議…196件

【中央児相実績】
全２６５件
管内市町村の要対協への参加実績
代表者会議      　  ９件
実務者会議        １６件
進行管理会議     １４件
個別支援会議   ２２６件

【コザ児相実績】
管内市町村要対協開催実績
全201件
・代表者会議…6件
・実務者会議…20件
・進行管理会議…21件
・個別支援会議…154件

【中央児相実績】
管内市町村の要対協への参加実績
代表者会議      １０件
実務者会議       ２９件
進行管理会議   １８件
個別支援会議    ２３４件

23

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

子ども・若者総
合相談センター

　子ども・若者育成支援推進方に
基づき設置した「子ども・若者総合
相談センター」において、ニート、
ひきこもり、不登校等、社会生活を
円滑に営む上での困難を有する
子ども・若者からの相談に応じ、関
係機関の紹介、その他の必要な情
報提供及び助言を行う。

青少年・子ど
も家庭課

子ども・若者総合相談セン
ターにおける相談件数

－ －

【実績】
令和３年度の新規相談件数（実数）は、625件となって
おり、令和２年度から令和３年度に引き継いだ相談件
数は288件となっている。これらを合わせ相談件数
913件の延べ相談件数は、4,321件となっている。

【状況】
H26.10設置済み

【実績】
令和２年度の新規相談件数（実数）は、583件となって
おり、令和元年度から令和２年度に引き継いだ相談
件数は317件となっている。これらを合わせ相談件数
900件の延べ相談件数は、5,118件となっている。

【状況】
H26.10設置済み

24

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

保育所、幼稚園
の連携（幼児教
育合同研修会）
【再掲】

　保育所、認定こども園、幼稚園、
小学校合同の研修会を開催するこ
とにより、保幼こ小連携の推進を
図る。

義務教育課
県立学校教
育課

○
幼児教育合同研修会開催
実績
(保育技術協議会)

5回
（毎年度）

○

【実績】
　４回
【内訳】
　・沖縄県幼児教育合同研修会（1回）【オンライン開
催】
　・保育技術協議会（2回）【オンライン開催】
　・幼児教育連携体制推進連絡協議会(１回)【オンラ
イン開催】
【状況】
・コロナウィルス感染拡大まん延防止等によりオンラ
インによる開催となった。
・幼児教育連携体制推進連絡協議会は開催回数を１
回に見直した。
・市町村研修支援として幼児教育と小学校の円滑な
接続についてオンライン研修会を3回開催した。

【実績】
５回

【状況】
　・沖縄県幼児教育合同研修会（２回）　【紙面開催】
　・保育技術協議会【オンデマンド・紙面開催】
　・沖縄型幼児教育推進事業連絡協議会（３回）【紙
面開催】
コロナウィルス感染拡大防止や非常事態宣言等によ
り紙面開催やオンデマンドにての対応となった。

25

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

児童発達支援
（障害児通所支
援）

未就学の障害のある子どもに対し
て、日常生活における基本的な動
作の指導、集団生活への適応訓
練などを行うサービス

障害福祉課 ○ 児童発達支援事業所数 - -
【実績】
304カ所

【実績】
278カ所

26

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

親子通園事業
所等職員向け研
修

親子通園事業所や児童発達支援
事業所等職員向けの研修の実施

障害福祉課 ○ 親子通園事業所等職員向
け研修の実績

- -
【実績】
共催研修：１件（受講者数＜オンライン＞682回線）
講師派遣：2件（受講者数：54名）

【実績】
・主催研修(共催：沖縄県発達支援通園事業連絡協
議会）　1回　（受講者数：207名）

・講師派遣：4件（受講者数：54名）
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1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

市町村における
巡回相談

　障害を持つ児（者）に対する相談
支援を行う。

保健所 障害福祉課 ○

市町村における巡回相談
件数（保健所が把握してい
るもの）や、保健所が実施
した相談支援の状況につ
いて

- -

【実績】
○北部保健所　実績なし
※小児慢性特定疾病医療費助成の申請時の保健師
面談にて、相談発達の遅れや発達障害に関する相
談がある時は、相談機関の情報提供等を行ったり、
地区保健師の個別相談支援、支援関係者等への相
談支援を行っている。

※親子ふれあい事業（障害児等療育支援事業）
　離島主催の事業で、保健所はK式発達検査器具の
貸出等を行っている。

○中部保健所
※実績なし
　発達障害児を対象とした相談事業等はない。
　小児慢性特定疾患の申請時の相談等に対応してい
る。

○南部保健所
実績なし。
当所では発達障害児を対象とした相談事業等の実施
は無く、個別支援事例や関係者等からの相談対応を
行っている。

○宮古保健所
長期療養児療育相談事業：実施なし
新型コロナウイルス感染症流行のため中止。
申請時や個別支援事例で相談がある場合、情報提
供や相談対応を行っている。

○八重山保健所
実績なし
＊障がい福祉課が委託している障害児等療育支援

【実績】
○北部保健所
親子ふれあい事業：離島巡回３回
※離島主催の事業で、保健所は年度途中からK式発
達検査器具の貸出等後方支援をしている。

○中部保健所
実績なし
＊小児慢性特定疾患の新規申請時に、発達障害の
相談がある時は、相談機関の情報提供等を行ってい
る。

○南部保健所の状況
＊実績なし。
　当所では発達障害児を対象とした相談事業等の実
施は無く、個別支援事例や関係者等からの相談対応
を行っている。

○宮古保健所
長期療養児療育相談事業：実施なし
　２回計画していたが、新型コロナウイルス感染症流
行のため中止。

○八重山保健所
実績なし
＊障がい福祉課が委託している障害児等療育支援
事業の一環である総合療育相談事業に協力している
がR2年度の開催なし。

28

1-(1)．
乳幼児期
における早
期発見、早
期支援

母子健康包括
支援センターの
設置

　全ての妊産婦及び乳幼児の健
康・経済など社会的状況を包括的
に把握し、助言や訪問支援等を行
うほか、関係機関との連携調整に
より妊娠期から子育て期にわたり
切れ目のない支援が受けられる体

地域保健課 ○
市町村における「母子健康
包括支援センター」の設置
数

４１市町村 ○ 24市町村（R3年度末現在）
【実績】
18市町村（R2年度末現在）

29

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

市町村自立支
援協議会（教育
関係者が委員と
して委嘱されて
いる市町村）

教育と福祉の連携に向け、市町村
自立支援協議会へ教育関係者の
委員を配置することで、協議の場
を設け、連携の促進を図ります。

障害福祉課 ○
市町村自立支援協議会
（教育関係者が委員として
委嘱されている市町村）

４１市町村 ○
【実績】
14市町村（22人）

【実績】
15市町村（17人）

30

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

私立幼稚園特
別支援教育補
助事業（助成園
児率）

　障害のある幼児の受入に要する
経費に対する補助を実施すること
により、幼稚園の負担を軽減し、
発達障害児を含む障害のある幼
児の就園の促進を図る。

子育て支援
課

私立幼稚園特別支援教育
補助事業等助成園児率
（助成園児数÷受入園児
数（％））

100% ○

【実績】
助成園児率　７８％

【状況】
令和３年度受入園児数　５４人（２１園）
令和３年度助成園児数　４２人（１３園）

【実績】
助成園児率　７３％

【状況】
令和２年度７月時点受入園児数　５６人（１７園）
令和２年度助成園児数　４１人（１２園）
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31

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

幼児教育政策プ
ログラムの策定
率（黄金っ子応
援プラン）【再
掲】

　
　市町村における幼児教育政策プ
ログラムの策定を支援し、特別支
援教育の充実を図る。

義務教育課 ○
幼児教育政策プログラム
策定率

100% ○

【実績】
策定率54％

【状況】
Ｒ３実績（２２市町村）
策定済み市町村数：１６市町村
策定予定市町村数：　６市町村
【説明】
・市町村幼児教育政策プログラムを策定するための
周知が不十分であることが要因。
・策定予定の市町村においては、たたき台や素案は
できているが、内部調整に時間を要していることが要

【実績】
策定率46%

【状況】
R２実績（１９市町村）
策定済み市町村数：１６市町村
策定予定市町村数：３市町村
平成27年度から県幼児教育振興計画が「黄金っ子応
援プラン」に統合されたことから、市町村幼児教育政
策プログラムを策定するための周知に時間を要した
ことが要因。

32

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

保育所、幼稚園
の連携（幼児教
育合同研修会）

　保育所、認定こども園、幼稚園、
小学校合同の研修会を開催するこ
とにより、保幼こ小連携の推進を
図る。

義務教育課
県立学校教
育課

○
幼児教育合同研修会開催
実績
(保育技術協議会)

5回
（毎年度）

○

【実績】
　４回
【内訳】
　・沖縄県幼児教育合同研修会（1回）【オンライン開
催】
　・保育技術協議会（2回）【オンライン開催】
　・幼児教育連携体制推進連絡協議会(１回)【オンラ
イン開催】
【状況】
・コロナウィルス感染拡大まん延防止等によりオンラ
インによる開催となった。
・幼児教育連携体制推進連絡協議会は開催回数を１
回に見直した。
・市町村研修支援として幼児教育と小学校の円滑な
接続についてオンライン研修会を3回開催した。

【実績】
５回

【状況】
　・沖縄県幼児教育合同研修会（２回）　【紙面開催】
　・保育技術協議会【オンデマンド・紙面開催】
　・沖縄型幼児教育推進事業連絡協議会（３回）【紙
面開催】
コロナウィルス感染拡大防止や非常事態宣言等によ
り紙面開催やオンデマンドにての対応となった。

33

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

特別支援教育
推進事業運営
協議会

　発達障害を含む障害のある幼児
児童生徒に対する特別支援教育
を総合的に推進するため、各分野
の取り組みについて共有し連携を
図る目的で関係者からなる協議会

県立学校教
育課

障害福祉課
特別支援教育推進事業運
営協議会開催回数

各教育事務所
２回

県教育庁
１回

(年間)

○
【実績】
県内６教育事務所：２回（協議会）
県教育庁：１回（特別支援教育推進運営協議会）

【実績】
県内６教育事務所：２回（協議会）
県教育庁：１回（特別支援教育推進運営協議会）

34

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

幼児教育政策プ
ログラムの策定
率（黄金っ子応
援プラン）

　
　市町村における幼児教育政策プ
ログラムの策定を支援し、特別支
援教育の充実を図る。

義務教育課 ○
幼児教育政策プログラム
策定率

100% ○

【実績】
策定率54％

【状況】
Ｒ３実績（２２市町村）
策定済み市町村数：１６市町村
策定予定市町村数：　６市町村
【説明】
・市町村幼児教育政策プログラムを策定するための
周知が不十分であることが要因。
・策定予定の市町村においては、たたき台や素案は
できているが、内部調整に時間を要していることが要
因。

【実績】
策定率46%

【状況】
R２実績（１９市町村）
策定済み市町村数：１６市町村
策定予定市町村数：３市町村
平成27年度から県幼児教育振興計画が「黄金っ子応
援プラン」に統合されたことから、市町村幼児教育政
策プログラムを策定するための周知に時間を要した
ことが要因。

35

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

特別支援教育に
関わる人材育成
研修等

　全ての学校現場の特別支援教
育に係る推進役（特別支援教育
コーディネーター）の強化で、幼児
児童生徒への支援の推進を図る。

県立学校教
育課

義務教育課
特別支援教育人材育成研
修の実績（開催回数／参
加人数）

2,100人
(年間)

○

【実績】
開催回数：5回
参加人数：4,500人

【状況】
特別支援教育コーディネーター養成研修（563人）
幼稚園特別支援教育実践研修（1,923人）
特別支援学級・通級指導担当者研修（1,699人）
高等学校特別支援教育実践推進研修（88人）
合理的配慮に基づくＩＣＴ教育推進研修(227人）

【実績】
開催回数：１回
参加人数：176人

【状況】
特別支援教育コーディネーター養成研修（中止）
幼稚園特別支援教育実践研修（中止）
特別支援学級・通級指導担当者研修（176人）
高等学校特別支援教育実践推進研修（中止）
合理的配慮に基づくＩＣＴ教育推進研修(中止）

7/22



参考資料６

Ｎｏ １．項目
２．実施事業・計

画・取組等
３．２の概要等（事業の内容、目的

等）
２に関係する

課①
２に関係する

課②
市町
村

事業等の実施効果の目安
となるもの

目標設定等
数値
目標

R３の実績及び状況
参考

R2の実績及び状況

様式１　令和３年度実績報告（第３期計画　発達障害者支援関係事業一覧）

36

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

特別支援教育
実践推進事業

　全教職員の特別支援教育に係る
指導の改善を図ることを目的とし、
内容は管理職研修、一般教員研
修がある。

県立学校教
育課

義務教育課
・特別支援教育実践推進
研修の実施
　（開催回数／参加人数）

- -

【実績】
開催回数：３回
参加人数：1216人

【状況】
インクルーシブ教育システム整備事業
・管理職悉皆研修（456人）
・新任管理職研修（109人）
・一般教員研修（651人）

【実績】
開催回数：２回
参加人数：961人

【状況】
インクルーシブ教育システム整備事業
・管理職悉皆研修（355人）
・新任管理職研修（中止）
・一般教員研修（606人）

37

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

個別の教育支
援計画の作成
率

　障害のある児童生徒の一人一人
のニーズを正確に把握し、教育の
視点から適切に対応していくた
め、長期的な視点で乳幼児期から
学校卒業後までを通じて一貫して
的確な教育的支援を行うことを目
的として作成されるもの

県立学校教
育課

○
個別の教育支援計画の作
成率

100% ○

【実績】
沖縄県　作成状況調査（県立学校教育課　特支室調
べ）

【状況】
小学校…特別支援学級99.8％　　通級95.6％
中学校…特別支援学級99.5％　　通級87.4％
令和3年度県調査結果　99.7％

【実績】
調査なし

【状況】
文科省の実施する特別支援教育体制整備状況調査
が中止。
※参考
 平成30年度調査結果　県97.9％（全国96.9％）

38

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

放課後等デイ
サービス（障害
児通所支援）

　就学している障害のある子ども
に対して、学校の授業終了後又は
休日において、生活能力の向上の
ために必要な訓練、社会との交流
を促進する児童福祉法に基づく

障害福祉課 ○
放課後等デイサービスの
事業所数

- -
【実績】
453カ所

【実績】
407カ所

39

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

放課後児童健
全育成事業（放
課後児童クラ
ブ）

　障害児受入推進事業の実施によ
り、引き続き研修等を実施し、指導
員等の専門性の確保を図る。

子育て支援
課

○
放課後児童クラブ補助市
町村数（補助設置箇所）

- -

【実績】
28市町村／516箇所

【状況】
市町村説明会等で事業の周知に取り組んだ結果、障
害児受入推進事業実施市町村数及び箇所数（支援
単位数）が増加した。

【実績】
27市町村／472箇所

40

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

特別支援教育
学校支援事業
（インクルーシブ
教育システム整
備事業）

　関係機関との連携により、幼児
児童生徒への支援を実施する。
（内容）
・専門家チーム、巡回アドバイザー
の派遣
・特別支援教育市町村連絡協議
会

県立学校教
育課

義務教育課 ○

・専門家チーム、巡回アド
バイザーの派遣件数
・特別支援教育市町村連
絡協議会開催回数

- -

【実績】
専門家チーム派遣（１３回）
巡回アドバイザー派遣（８４回）
市町村連絡協議会開催（年２回）

【実績】
専門家チーム派遣（１1回）
巡回アドバイザー派遣（110回）
市町村連絡協議会開催（年２回）

41

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

特別支援教育
指導資料集作
成

　障害理解や指導・支援のノウハ
ウ、実践事例等、学校現場で活用
出来る指導の手引き等を作成する
とともに、周知・活用のための研修
会等を企画し、教職員の特別支援
教育に関する資質向上を目的とす

県立学校教
育課

特別支援教育指導資料集
作成実績

5冊
（累計）

○
【実績】
なし

【実績】
なし

42

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

高等学校特別
支援教育支援
員配置数

　生活支援、学習支援を必要とす
る生徒が在籍する県立高等学校
へ特別支援教育支援員を配置し、
高等学校における特別支援教育
の充実を図る。

県立学校教
育課

高等学校特別支援教育支
援員配置数

22名
○

【実績】
５７人

【実績】
59人

43

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

障害児就学相
談事業（相談件
数）

　総合教育センターに相談窓口を
設置し、小中学校に就学予定の障
害児とその保護者及び教育関係
者に対して、障害のある児童生徒
が自立に向けた適切な就学を行う
ための相談を行う。

県立学校教
育課

障害児就業相談件数 - -
【実績】
231件

【実績】
261件

44

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

巡回アドバイ
ザー、専門家
チームの活用

　巡回アドバイザー、専門家チー
ムの活用により、教職員の資質の
向上や発達障害を持つ児童生徒
に対する支援強化等を図る。

県立学校教
育課

障害福祉課
巡回アドバイザー、専門家
チーム活動実績

- -

【実績】
専門家チーム派遣（１３回）
巡回アドバイザー派遣（８４回）
市町村連絡協議会開催（年２回）

【実績】
専門家チーム派遣（１1回）
巡回アドバイザー派遣（110回）
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45

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

子ども・若者総
合相談センター
【再掲】

　子ども・若者育成支援推進方に
基づき設置した「子ども・若者総合
相談センター」において、ニート、
ひきこもり、不登校等、社会生活を
円滑に営む上での困難を有する
子ども・若者からの相談に応じ、関
係機関の紹介、その他の必要な情
報提供及び助言を行う。

青少年・子ど
も家庭課

子ども・若者総合相談セン
ターにおける相談件数

－ －

【実績】
令和３年度の新規相談件数（実数）は、625件となって
おり、令和２年度から令和３年度に引き継いだ相談件
数は288件となっている。これらを合わせ相談件数
913件の延べ相談件数は、4,321件となっている。

【状況】
H26.10設置済み

【実績】
令和２年度の新規相談件数（実数）は、583件となって
おり、令和元年度から令和２年度に引き継いだ相談
件数は317件となっている。これらを合わせ相談件数
900件の延べ相談件数は、5,118件となっている。

【状況】
H26.10設置済み

46

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

巡回アドバイ
ザー、専門家
チームの活用に
よる教育庁との
連携

　教育委員会との連携を図り、巡
回アドバイザーや専門家チーム派
遣の制度の周知を行い、障害児の
受入のための体制整備の改善を
図る。

総務私学課

子育て支援
課
(私立幼稚園
分)

巡回アドバイザー、専門家
チーム活動実績

- -

【実績】
０件

【状況】
私立小、中、高校（広域通信制高校を含む。）を設置
する学校法人に対し、特別支援教育巡回アドバイ
ザー及び専門家チームの活用について周知を図っ

【実績】
０件

【状況】
私立小、中、高校（広域通信制高校を含む。）を設置
する学校法人に対し、特別支援教育巡回アドバイ
ザー及び専門家チームの活用について周知を図っ

47

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連

教育庁等が主
催する研修会等
への私立学校
教員の参加促

　教育委員会との連携を図り,教師
に対する研修や個別事例の対応
のための指導・相談等の支援を行
う。

総務私学課

子育て支援
課
(私立幼稚園
分)

教育庁等が主催する研修
会等への私立学校教員の
参加促進

- - 参加促進 参加促進

48

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

研修事業(総合
教育センター)

総合教育センターが行う幼小中高
等学校等向けの出前研修及び夏
期短期研修における発達障害等
講座の開設を行い発達障害につ
いての理解啓発を行い、関わる教
職員の資質向上を行う

県立学校教
育課

出前講座、発達障害に関
わる研修会の受講者数

5,000人
(年間)

○

【実績】研修受講者3717名

【状況】
・出前研修（幼小中高特1172人）
・夏期短期研修（7講座836人）
・依頼研修（教育委員会、教育事務所等（1130人）
・教職員悉皆研修（459人）
・地域教育相談員研修（6回120人）
　令和3年度は、コロナ感染防止のため、出前研修や
夏期探検記研修はオンライン研修及びオンデマンド
研修ドが中心となった。各研修事業において、関わる
教職員の資質向上を図った。また、教育相談におい
ても、保護者と学校との調整を行い、学校支援で理解
啓発等を図った。

【実績】研修受講者　2,334名

【状況】令和2年度後半は、コロナ感染防止のため、
各研修が中止となったため、研修計画より回数が減
少した。
出前研修（幼小中高46校1660人）、夏期短期研修（４
講座136人）、依頼研修（教育委員会、教育事務所等
256人）、教職員悉皆研修（約　163人）、地域教育相
談員研修（3回119人）
各研修事業において、関わる教職員の資質向上を
図った。また、教育相談においても、保護者と学校と
の調整を行い、学校支援で理解啓発等を図った。

49

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

発達障害者支
援センターによ
る講師派遣（教
育）

教職員へ障害福祉サービス等の
周知及び研修を実施することで、
教育と福祉の連携を図ります。

障害福祉課
延べ講師派遣件数、延べ
受講者数

延べ講師派遣
３０件

延べ受講者数
１，５００人

○
【実績】
講師派遣：２６件、延べ受講者数：1,330名

【実績】
講師派遣：35件、延べ受講者数：893

50

1-(2)
学齢期にお
ける教育と
福祉の連
携

相談支援専門
員及びサービス
管理責任者に対
する研修等

福祉サービス事業者へ特別支援
コーディネーター等の教育分野の
施策等の周知及び研修を実施す
ることで、教育と福祉の連携を図り
ます。

障害福祉課 受講者数
１，０００人

（年間）
○

【実績】
1077人

【状況】
サービス管理責任者研修：１2回、1077人

【実績】
601人

【状況】
相談支援従事者研修：２回、360人
サービス管理責任者研修：１回、241人

51

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

障害児職業自
立推進による訪
問企業数

　障害のある児童生徒に対する職
業教育・進路指導の実施や、就労
キャンペーンのための企業訪問を
実施する。

県立学校教
育課

障害児職業自立推進によ
る訪問企業数

訪問企業数6
社

○
〔実績〕
４社

【実績】
６社

52

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

キャリア教育・就
労支援充実事
業

就労支援コーディネーターを高等
学校併設型高等支援学校に配置
し、高等学校に在籍する発達障害
のある生徒の企業就労について
進路相談及び企業開拓を実施す

県立学校教
育課

キャリア教育・就労支援充
実事業の活用

－ －

〔実績〕
定着支援（２３回）
進路面談（14回）
就職先開拓（12件）

【実績】
ケース会議（３回）
進路面談（１回）
就職先開拓（1件）
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53

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

就労移行支援
事業
就労継続支援
事業（障害福祉
サービス）

・就労に必要な知識や能力の向上
のために必要な訓練等を利用でき
るサービスであり、利用促進を行う
ことにより、就労支援の充実を図
る。
　就労の機会の提供を受け、活動
の機会を通じて知識や能力の向
上のために必要な訓練等を利用
することができるサービスであり、

障害福祉課
就労系サービス事業所の
事業所数

- －

【実績】
552カ所

【状況】
就労移行支援：78カ所、就労継続支援（A型）：119カ
所、就労継続支援（B型）：334カ所、就労定着支援：
21カ所

【実績】
507カ所

【状況】
就労移行支援：76カ所、就労継続支援（A型）：107カ
所、就労継続支援（B型）：304カ所、就労定着支援：
20カ所

54

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

就労移行支援
事業
就労継続支援
事業（障害福祉
サービス）

・就労に必要な知識や能力の向上
のために必要な訓練等を利用でき
るサービスであり、利用促進を行う
ことにより、就労支援の充実を図
る。
　就労の機会の提供を受け、活動
の機会を通じて知識や能力の向
上のために必要な訓練等を利用
することができるサービスであり、

障害福祉課
就労系サービス事業利用
者の一般就労移行者数

－ －
【実績】
222人

【実績】
289人

55

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

就労定着支援
事業(障害福祉
サービス)

一般就労へ移行した障害者につ
いて、就労に伴う生活面の課題に
対し、就労の継続を図るために企
業・自宅等への訪問や障害者の
来所により必要な連絡調整や指

障害福祉課
就労定着支援事業の事業
所数

－ －
【実績】
21カ所

【実績】
20カ所

56

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

障害者就業・生
活支援センター
運営事業

　就業を希望する障害のある人に
対して、就職するための相談支援
や生活支援を一体的に実施する。

障害福祉課

障害者就業・生活支援セ
ンター
登録者数
相談支援件数

－ －
【実績】
登録者数：3,445人
相談支援件数：6,976回（延べ）

【実績】
登録者数：3,212人
相談支援件数：8,489回（延べ）

57

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

雇用開拓・定着
支援アドバイ
ザーの配置（障
害者等雇用開
拓・定着支援事

　障害者就業・生活支援センター
へ雇用開拓・定着支援アドバイ
ザーを配置し、企業訪問等を通
じ、圏域内の障害者の職場開拓、
働く障害者の定着促進を図る

雇用政策課
雇用開拓・定着支援アドバ
イザーの配置数

- -

【実績】
５圏域の６センターへ６名のアドバイザーを配置
（北部・中部・南部（ブリッジ）・南部（かるにあ）・宮古・
八重山：各１名）

【実績】
５圏域の６センターへ７名のアドバイザーを配置
（北部・中部・南部（ブリッジ）・宮古・八重山：各１名）
（南部（かるにあ）：２名（※うち、１名はR2年度限り））

58

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

障害者職場適
応訓練

　障害者に対する職業訓練を事業
主へ委託し、訓練終了後の雇用促
進を図る事業である。

雇用政策課 職場適応訓練受講者数 - -
【実績】
職場適応訓練受講者：１７名

【実績】
職場適応訓練受講者：２９名

59

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

障害者実雇用
率

従業員数が50人以上の事業主に
対し、従業員数（短時間労働者を
含む）の一定比率を障害者とする
ように義務づけており、 民間では
2.0％（除外率調整後の常用労働
者数に対する障害者の比率）、国
や地方では2.2％と定められてい
る。

雇用政策課 障害者実雇用率

法定雇用率
・民間企業：

2.2％
・公的機関：

2.5%
・教育委員会：

2.4％

○

【実績（R3.6.1時点）】
・民間企業：2.86％
・公的機関
　　県の機関2.17％
　　市町村等の機関2.40％
　　県教育委員会1.65％

【状況】
･民間企業に雇用されている障害者の数は5,167.0人
で18年連続で過去最高となった。
・雇用者のうち、身体障害者2669.5人（対前年比0.6％
増）、知的障害者は1535.5人（同6.7％増）、精神障害
者は962人（同20.4％増）といずれも前年より増加と
なった。
・実雇用率（2.86％）は、全国平均（2.20％）を平成８年
以降26年連続で上回った。

【実績（R2.6.1時点）】
・民間企業：2.74％
・公的機関：2.12％
　（内訳：県の機関1.99％、市町村等の機関2.18％）
・県教育委員会1.70％

【状況】
･民間企業に雇用されている障害者の数は4,891.0人
で17年連続で過去最高となった。
・雇用者のうち、身体障害者2653.5人（対前年比3.5％
増）、知的障害者は1438.5人（同7.6％増）、精神障害
者は799人（同1％減）。
・実雇用率（2.74％）は、全国平均（2.15％）を平成８年
以降25年連続で上回った。
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60

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

障害児職業自
立推進による訪
問企業数【再
掲】

　障害のある児童生徒に対する職
業教育・進路指導の実施や、就労
キャンペーンのための企業訪問等
を実施する。

県立学校教
育課

障害児職業自立推進によ
る訪問企業数

訪問企業数6
社

（毎年度）
○

〔実績〕
４社

【実績】
訪問企業数（６社）

61

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

特別支援学校
卒業後の進路
決定率

　発達障害児（者）を含む就労支
援や、社会参加、自立に向けた支
援を特別支援学校在学時から実
施することにより、特別支援学校
卒業後の進路決定率があがる。

県立学校教
育課

特別支援学校卒業後の進
路決定率

- -
〔実績〕
進路決定率９５．５％

【実績】
進路決定率９６．７％

62

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

若者コミニュ
ケーション能力
要支援者就職プ
ログラム（沖縄
労働局）

　就職支援ナビゲーター（発達障
害者等支援分）をハローワークの
一般窓口に配置し、発達障害者専
門指導監や専門支援機関等（ハ
ローワークの専門援助部門、地域
障害者職業センター、障害者就
業・生活支援センター、発達障害
者支援センター、その他の支援機
関）と連携し、就職支援を実施して

障害福祉課
若者コミニュケーション能
力要支援者就職プログラ
ムの活用

- - - －

63

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

発達障害者就
労支援者育成
事業（沖縄労働
局）

　発達障害者に対する理解を促進
し、雇用管理のノウハウを付与す
るため、事業所等において短時間
の就労体験を実施している。

障害福祉課
発達障害者就労支援者育
成事業の活用

- - 平成２９年度で終了 平成２９年度で終了

64

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

発達障害者・難
治性疾患患者
雇用開発助成
金（沖縄労働

　発達障害者を公共職業安定所
の紹介により、継続して雇用する
労働者として新たに雇い入れた事
業主に対して助成するもの

障害福祉課
発達障害者・難治性疾患
患者雇用開発助成金の活
用

- -
【実績】
支払件数：26件
　　　金額：5,691,666円

【実績】
支払件数：３６件
　　　金額：7,466,666円

65

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

職業準備支援：
発達障害者就
労支援カリキュ
ラム（地域障害
者職業セン
ター）

発達障害者に対する職業リハビリ
テーションサービスの充実・強化を
図る。（職業準備支援の中に、発
達障害者支援向けの講座等が含
まれる。）

障害福祉課
発達障害者に対する支援
プログラムの活用

- -

【実績】
開始者数47人（うち発達障害21人）

【状況】
発達障害のある求職者に対し、職業準備支援（作業
支援、各種講座、個別相談等）を実施。

【実績】
開始者数43人（うち発達障害16人）

【状況】
職業準備支援等（作業支援、各種講座、個別相談）

66

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

子ども・若者総
合相談センター
【再掲】

　子ども・若者育成支援推進方に
基づき設置した「子ども・若者総合
相談センター」において、ニート、
ひきこもり、不登校等、社会生活を
円滑に営む上での困難を有する
子ども・若者からの相談に応じ、関
係機関の紹介、その他の必要な情
報提供及び助言を行う。

青少年・子ど
も家庭課

子ども・若者総合相談セン
ターにおける相談件数

－ －

【実績】
令和３年度の新規相談件数（実数）は、625件となって
おり、令和２年度から令和３年度に引き継いだ相談件
数は288件となっている。これらを合わせ相談件数
913件の延べ相談件数は、4,321件となっている。

【状況】
H26.10設置済み

【実績】
令和２年度の新規相談件数（実数）は、583件となって
おり、令和元年度から令和２年度に引き継いだ相談
件数は317件となっている。これらを合わせ相談件数
900件の延べ相談件数は、5,118件となっている。

【状況】
H26.10設置済み

67

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

市町村地域生
活支援事業の
活用

　障害者等が自立した日常生活又
は社会生活を営むことが出来るよ
う必要な事業を実施することがで
き、活用促進を図ることにより、地
域の発達障害者支援の整備につ
ながる。

障害福祉課 ○

市町村地域生活支援事業
の活用促進(・発達障害者
支援体制整備及び家族支
援事業、理解・普及啓発、
促進事業等)

- -

【実績】
・市町村が実施する地域生活支援事業への補助
・専門的な相談支援実施による市町村への支援
・圏域自立支援連絡会等を通じて、市町村に対する
助言、支援を実施。

【実績】
・市町村が実施する地域生活支援事業への補助
・専門的な相談支援実施による市町村への支援
・圏域自立支援連絡会等を通じて、市町村に対する
助言、支援を実施。

68

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

障害者相談支
援事業の活用に
よる相談窓口で
の対応（市町村
地域生活支援
事業・必須事

　障害者等からの相談に応じ必要
な情報の提供及び助言その他の
障害福祉サービスの利用支援等、
必要な支援を行うことにより、発達
障害者の支援の充実につながる。

障害福祉課 ○
障害者相談支援事業実施
率

- -
【実績】
75.6％（31市町村）

【実績】
78.0％（32市町村）

69

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

手帳（療育手
帳）の申請及び
障害福祉サービ
ス等の情報提供

　市町村での手帳（療育手帳）の
申請に関する支援や、障害福祉
サービス利用に関する情報提供
等、障害福祉制度の利用促進に
努める。

身体障害者
更生相談所

○ ･療育手帳交付数 - -
【実績】
・療育手帳交付数： 17,259件

【実績】
・療育手帳交付数： 16,528件

【状況】
（参考）知的障害者更生相談所における判定件数：
728件

11/22



参考資料６

Ｎｏ １．項目
２．実施事業・計

画・取組等
３．２の概要等（事業の内容、目的

等）
２に関係する

課①
２に関係する

課②
市町
村

事業等の実施効果の目安
となるもの

目標設定等
数値
目標

R３の実績及び状況
参考

R2の実績及び状況

様式１　令和３年度実績報告（第３期計画　発達障害者支援関係事業一覧）

70

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

手帳（精神保健
福祉手帳等）の
申請及び障害福
祉サービス等の
情報提供

　市町村での手帳（精神保健福祉
手帳等）の申請に関する支援や、
障害福祉サービス利用に関する
情報提供等、障害福祉制度の利
用促進に努める。

総合精神保
健福祉セン
ター

○
・精神保健福祉手帳交付
数

- -

【実績】
・精保センターにおける精神保健福祉手帳交付数11,399
件
・障害者雇用支援連絡協議会参加( 書面 1  回)

【実績】
・精保センターにおける精神保健福祉手帳交付数
9,525件
・障害者雇用支援連絡協議会参加( 2 回)

71

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

支援者に対する
研修等の実施
（発達障害者支
援センター運営
事業）

　支援機関の支援者の資質向上、
人材育成を図ることを目的に講師
派遣及び主催・共催研修等を実施
する。

障害福祉課

発達障害者支援センター
運営事業による就労分野
への講師派遣及び主催・
共催研修等実績

延べ講師派遣
５件

延べ受講者数
５００人
（年間）

○
【実績】
主催研修：4件（受講者数：543名）
講師派遣：6件（受講者数：104名）

【実績】
主催研修：4件（受講者数：236名）
講師派遣：6件（受講者数：213名）

72

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

沖縄県自立支
援協議会就労
支援部会の活
用

　県全体の障害児者の支援体制
の検討や市町村の支援体制に対
する意見・助言等を行うことによ
り、県内の成人期支援の充実を図
る。

障害福祉課
沖縄県自立支援協議会就
労支援部会の開催回数

－ －
【実績】
１回

【実績】
１回

73

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

市町村自立支
援協議会及び圏
域自立支援連
絡会議の活用

　各圏域に圏域自立支援連絡会
議を設置し、市町村の課題抽出、
相談支援体制に対する支援を実
施するとともに、市町村自立支援
協議会において成人期支援につ
いて協議、検討する。

福祉事務所 障害福祉課 ○

・圏域自立支援連絡会議
の成人期、就労支援等の
部会の設置状況
・市町村自立支援協議会
（全体会）の開催回数

（市町村自立
支援協議会）
205回（累計）

○

【実績】
57回

○北部　9回
市町村自立支援協議会各市町村１回　　名護市、本
部町、今帰仁村、東村、大宜味村、国頭村、伊江村、
伊平屋村、伊是名村

○中部　20回
管内市町村自立支援協議会　開催　20回

○南部　22回
管内市町村自立支援協議会開催22回

○宮古　3回
宮古島市：２回　多良間村：１回

○八重山　3回
石垣市２回、竹富町１回、与那国町実績無し

【実績】
41回

○北部　7回
国頭村、大宜味村、今帰仁村、本部町、伊江村、東
村は各1回開催。名護市、伊是名村、伊平屋村は開
催なし。

○中部
管内市町村自立支援協議会　開催　20回

○南部
・管内市町村自立支援協議会　開催１０回

○宮古　1回
宮古島市：開催実績なし
多良間村：1回

○八重山
・石垣市：自立支援協議会　２回開催
・竹富町：自立支援協議会　1回

74

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

障害者の態様に
応じた多様な委
託訓練

障害者の職業能力開発のため、
障害者の就労支援のノウハウを有
する社会福祉法人、NPO法人、企
業等に委託して職業訓練を実施す
る。

労働政策課 障害福祉課

委託訓練の実施状況
（求職者向け訓練のうち発
達障害者が募集対象者に
含まれるもの、特別支援学
校等の生徒を対象としたも
の）

- -
【実績】
・（求職者向けコース）9コース／定員60名
・（特別支援学校早期訓練コース)0コース／定員0名

【実績】
・（求職者向けコース）7コース／定員70名
・（特別支援学校早期訓練コース)1コース／定員1名

75

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

子ども・若者社
会適応促進事
業【再掲】

社会生活を円滑に営む上での困
難を有する子ども・若者に対し、社
会適応プログラム(生活改善、対人
関係改善、体験活動等)や家族支
援、心理カウンセリング等を実施

青少年・子ど
も家庭課

・地域若者サポートステー
ションへの委託
・社会適応プログラムや家
族支援等の実施状況

－ -

【実績】
地域若者サポートステーションにおいて、社会適応プ
ログラム（延べ2,847人参加）、家族支援（延べ440人
参加）、訪問・送迎支援（延べ1,139人支援）、心理カ
ウンセリング相談（延べ123人）などの支援を行った。

【実績】
地域若者サポートステーションにおいて、社会適応プ
ログラム（延べ2,098人参加）、家族支援（延べ272人
参加）、訪問・送迎支援（延べ1,306人支援）、心理カ
ウンセリング相談（延べ107人）などの支援を行った。

76

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

沖縄県自立支
援協議会住ま
い・地域支援部
会の活用

　県全体の障害児者の支援体制
の検討や市町村の支援体制に対
する意見・助言等を行うことによ
り、県内の成人期支援の充実を図
る。

障害福祉課
沖縄県自立支援協議会住
まい・地域支援部会への
参加、開催回数

－ －
【実績】
１回（委員10/17人出席）

【実績】
１回（委員13/17人出席）
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77

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

発達障害地域
支援マネジメント
強化事業による
相談支援等（発
達障害地域支
援マネジメント強

　発達障害地域支援マネージャー
による事業所支援等を実施する。 障害福祉課

発達障害地域支援マネー
ジャーによる延べ事業所
支援数

延べ支援件数
５００件
（年間）

○
【実績】
延べ支援件数：705件
（圏域で抱える困難事例等に対する支援）

【実績】
延べ支援件数：705件
（圏域で抱える困難事例等に対する支援）

78

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

総合精神保健
福祉センターに
よる、相談支援
等

発達障害や精神保健の課題を抱
える児（者）に対する相談支援を行
うことや、支援会議への参加によ
り、センターの専門性を活かした支
援を通し、市町村や関係機関との
連携を図る。

総合精神保
健福祉セン
ター

こころの電話相談実績（件
数）等
発達支援センター連絡協
議会への参加回数
市町村要保護児童対策協
議会への参加回数
特別支援教育協議会への
参加回数
適正修学委員会への参加
回数

- -

【実績】
思春期電話・来所相談実績（延182件）
発達障害者支援センターとの連絡会（2回）
市町村要保護児童対策協議会代表者及び実務者会会議
参加（1回）
市町村修学支援委員会参加(5回)

【実績】
思春期電話・来所相談実績（延132件）
発達障害者支援センターとの連絡会（2回）
市町村要保護児童対策協議会代表者及び実務者会
会議参加（3回）
市町村修学支援委員会参加(4回)

79

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

ひきこもり専門
支援センター(精
神保健福祉セン
ター内に設置)に
よる相談

ひきこもり者の中には、発達障害
の課題を抱えている者も少なくな
い。本人及び家族、関係者に対す
る相談支援や家族教室、地域支
援協議会等を開催し、身近な地域
で支援が受けられるよう体制を整
備する。また、ショートケアを利用
して人との交流や趣味の拡大、就
労へのステップを図る。

ひきこもり専
門支援セン
ター(精神保
健福祉セン
ター内に設
置)

ひきこもり電話来所相談実
績(件数)
ひきこもり訪問支援実績
(件数)
ひきこもり支援地域連絡協
議会(開催回数)
家族教室(回数、参加者
数)
ひきこもりショートケア(開
催数、参加数)

- -

【実績】
ひきこもり相談実績（実278件、延べ1,897件）
　　（再掲：相談実績のうち訪問延件数62件）
ひきこもり支援地域連絡協議会（3回）
ひきこもり支援機関事例検討会(1回1事例）
ひきこもり家族教室・講演会（3回、参加延数55名）
ひきこもり支援者研修会（1回、参加数94名）
ひきこもりショートケア（55回、参加304人）

【実績】
ひきこもり相談実績（実330件、延べ1,862件）
　　（再掲：相談実績のうち訪問延件数71件）
ひきこもり支援地域連絡協議会（4回）
ひきこもり支援機関事例検討会(3回3事例）
ひきこもり家族教室・講演会（3回、参加延数55名）
ひきこもり支援者研修会（1回、参加数81名）

80

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

発達障害者支
援センターとひ
きこもり専門支
援センターとの
連携及び情報交

ひきこもり者の中には、発達障害
の課題を抱えている者も少なくな
い。
発達障害者支援センターとの連携
及び情報交換を行い、就労に繋が

障害福祉課
ひきこもり専
門支援セン
ター

発達障害者支援センター
との連携及び情報交換の
回数

３回
（年間）

○
【実績】
２回
（発達障害者支援センターとの連絡会）

【実績】
２回
（発達障害者支援センターとの連絡会）

81

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

障害者就業･生
活支援セン
ター、パーソナ
ルサポートセン
ター、若者サ
ポートステーショ
ン等との連携及

就労に繋がらない方の中には、発
達障害の課題を抱えている者もす
くなくない為、発達障害者支援セン
ターとの連携及び情報交換を行
い、就労に繋がらない方の支援の
充実を図ります。

障害福祉課
福祉政策課
青少年・子ど
も家庭課

発達障害者支援センター
との連携及び情報交換の
回数

各機関１回
（年間）

○
【実績】
９件

【実績】
6件

82

1-(3)
成人期にお
ける就労支
援

発達障害の基
本相談窓口とし
ての周知をして
いる市町村【再
掲】

市町村においては、発達障害の基
本相談窓口としての機能が置かれ
ているため、身近な相談窓口とし
て周知を図ることで、発達障害者
の支援に繋げる。

障害福祉課 ○
発達障害者の基本相談窓
口として周知をしている市
町村数

４１市町村 ○
【実績】
令和4年12月中実績確定予定

【実績】
27市町村

83

2-(1)
専門医療
機関の不
足への対
応

子どもの心の診
療ネットワーク
事業

　様々な子どもの心の問題、被虐
待児の心のケアや発達障害に対
応するため、拠点病院を中核とし、
地域の医療機関並びに関係機関
と連携した支援体制の構築を図る
ことを目的とした事業であり、医療
機関や関係機関とのネットワーク

地域保健課 障害福祉課
子どもの心の診療ネット
ワーク事業の実施状況

診療相談
2,450件

研修参加者
850人
(累計)

○
【実績】
診療相談　２８３件
研修会の開催：新型コロナの影響により中止

【実績】
診療相談件数：334件
研修会の開催：新型コロナの影響により中止

84

2-(1)
専門医療
機関の不
足への対

発達障害児
（者）支援協力
医療機関数

　発達障害の診療を行っている医
療機関リストを作成することによ
り、医療機関の相互協力の推進
と、発達障害児（者）や支援者に対

障害福祉課
発達障がい児（者）支援に
関わる医療機関リストに掲
載される医療機関数

４０ヵ所 ○
【実績】
５３カ所（令和３年10月時点）

【実績】
48カ所（令和元年10月時点）
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85

2-(1)
専門医療
機関の不
足への対
応

医療機関従事
者に対する研修
等の実施（発達
障害者支援セン
ター運営事業及
び福祉介護人材
育成基盤整備

　医療従事者の専門性の向上及
び人材育成を図ることを目的に研
修を実施する。

障害福祉課
医療従事者に対する研修
等の開催回数

５回
（年間）

○

【実績】
4回

【状況】
○かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業
　オンライン研修４回、受講者数合計186人

【実績】
３回

【状況】
○かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業
　オンライン研修３回、受講者数合計146人

86

2-(1)
専門医療
機関の不
足への対

医師確保対策
（こども心療科・
こども外来の環
境整備）事業

　琉球病院において、児童思春期
の療養のための病床を確保し、独
立したこども心療科を整備し、人材
育成拠点とする。

保健医療政
策課

障害福祉課
医師確保対策（こども心療
科・こども外来の環境整
備）事業の実施状況

- - 実績なし
平成27年度事業にて当該事業内容が完了されたた
ため、平成28年度以降は実施予定なし。

87

2-(1)
専門医療
機関の不
足への対

県立南部医療セ
ンター・こども医
療センター「ここ
ろの心療科」に

　県立南部医療センター・こども医
療センターにおいて、発達障害児
の診療を実施する。

病院事業総
務課

障害福祉課
県立南部医療センター・こ
ども医療センター「こころの
心療科」による診療の実施

- - 実施（令和３年度延べ患者数：2090人） 実施

88

2-(1)
専門医療
機関の不
足への対
応

かかりつけ医等
発達障害対応
力向上研修事
業

県内のどの地域においても一定水
準の発達障害の診療、対応を可
能とし、早期発見・早期支援の推
進を図るため、国機関の研修へ医
師等を派遣、伝達研修を実施して

障害福祉課
かかりつけ医等発達障害
対応力向上研修事業への
受講者数

１００人
（年間）

○

【実績】
186人

【状況】
オンライン研修４回、受講者数合計186人

【実績】
146人

【状況】
オンライン研修３回、受講者数合計146人

89

2-(2)．
保護者や
家族に対
する支援

ペアレント・プロ
グラムの実施市
町村

　家族を支える、家族を支援するこ
とが発達障害児（者）支援を実施
する上で重要であり、家族支援の
方法として、ペアレントプログラム

障害福祉課 福祉事務所 ○
ペアレントプログラムを導
入している市町村数

７市町村数 ○
【実績】
7市町村

【実績】
6市町村

90

2-(2)．
保護者や
家族に対
する支援

ペアレント・ト
レーニングの支
援者養成

　家族を支える、家族を支援するこ
とが発達障害児（者）支援を実施
する上で重要であり、家族支援の
方法として、ペアレント・トレーニン
グの実施体制の整備を行う必要
があります。

障害福祉課 福祉事務所 ○
ペアレント・トレーニング養
成研修の受講者数

５０人
(年間)

○
【実績】
５９名

【実績】
0人

【状況】
新型コロナウイルスの影響を踏まえ、開催を見送っ
た。

91

2-(2)．
保護者や
家族に対
する支援

当事者団体との
ヒアリング（発達
障害者支援セン
ター運営事業）

当事者団体との意見交換を実施
することにより、発達障害児（者）
の実態把握や意見聴取、情報共
有等を行い、発達障害児（者）支援
の推進を図ることを目的とする。

障害福祉課
当事者団体とのヒアリング
（懇話会）の実施回数

１回
(年間)

○

【実績】
実施回数：1回

【状況】
・「令和３年度親の会・成人当事者団体等との懇話
会」

【実績】
実施回数：2回

【状況】
・「令和2年度親の会・成人当事者団体等との懇話会」
1回（参加人数：8名）
・成人当事者会「ニヌファスター」との情報交換会1回

92

2-(2)．
保護者や
家族に対
する支援

児童心理治療
施設 (旧名称：
情緒障害児短
期治療施設)

心理的・精神的問題を抱え日常生
活の多岐にわたり支障をきたして
いる児童を、短期間入所もしくは
通所により、医療的な観点から生
活支援を基盤とした心理治療や、
その家族への支援を行うことを目
的とする。

青少年・子ど
も家庭課

入所及び通所による支援
サービスの提供

－ －

【実績】
・入所22名 通所9名（R4年3月1日時点の在籍数）

【状況】
・R3年度中の新規入所8名（自宅から5名、他の児童
福祉施設等から2名、その他1名）
・R3年度中の通所開始9名（自宅から2名、他の児童
福祉施設等から7名）

【実績】
・入所25名、通所9名（R３年３月１日時点）

【状況】
・H30年４月１日開所

93

2-(2)．
保護者や
家族に対
する支援

市町村地域生
活支援事業の
活用

　障害者等が自立した日常生活又
は社会生活を営むことが出来るよ
う必要な事業を実施することがで
き、活用促進を図ることにより、地
域の発達障害者支援の整備につ
ながる。

障害福祉課 ○

市町村地域生活支援事業
の活用している市町村数
(・発達障害者支援体制整
備及び家族支援事業、理
解・普及啓発、促進事業
等)

- -
【実績】
10市町村

【実績】
６市町村
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94

2-(2)．
保護者や
家族に対
する支援

発達障害者支
援センターによ
る家族向け研修
及び講師派遣

発達障害児（者）に対する支援を
総合的に行う地域の拠点として、
発達障害者に関する各般の問題
について発達障害児（者）及びそ
の家族からの相談に応じ、適切な
指導又は助言を行うとともに、関
係施設及び関係機関との連携強
化等により、発達障害児（者）に対
する地域における総合的な支援体

障害福祉課
家族支援向けの研修会及
び講師派遣数

５回
(年間)

○

【実績】
7回

【状況】
　主催共催研修：7件（受講者数：718名）
　※ペアレントプログラム実施含む

【実績】
13回

【状況】
　主催共催研修：13件（受講者数：237名）
　※ペアレントプログラム実施含む

95

2-(2)．
保護者や
家族に対
する支援

ＮＰＯ団体等活
動補助事業

困難を有する子ども・若者の支援
体制の充実を図るため、地域の実
情に応じた支援を行う団体及び新
たに支援を行う団体等に対し、活

青少年・子ど
も家庭課

・団体への補助
・親支援や訪問支援等に
よる子ども・若者の支援状
況

- -
【実績】
困難を抱える子ども・若者の支援活動を行う６団体に
対し、助成した。

【実績】
困難を抱える子ども・若者の支援活動を行う５団体に
対し、助成した。

96

2-(2)．
保護者や
家族に対
する支援

発達障害の基
本相談窓口とし
ての周知をして
いる市町村

市町村においては、発達障害の基
本相談窓口としての機能が置かれ
ているため、身近な相談窓口とし
て周知を図ることで、発達障害者
の支援に繋げる。

障害福祉課 ○
発達障害者の基本相談窓
口として周知をしている市
町村数

４１市町村 ○
【状況】
25市町村

【実績】
27市町村

97

2-(2)．
保護者や
家族に対
する支援

圏域アドバイ
ザーの配置

相談支援体制のネットワーク構
築、相談支援に従事する者の資質
向上などに取り組むため、各圏域
に障害者相談支援業務に精通す
るアドバイザーを配置し、相談支
援体制の充実に取り組んでいる。

障害福祉課
圏域アドバイザーを配置し
ている圏域数

５圏域 ○

【実績】
４圏域

【状況】
八重山圏域未配置

【実績】
４圏域

【状況】
八重山圏域未配置

98
2-(3)．
各分野にお
ける新人材

発達障害支援に
関する研修会の
実施（福祉・介
護人材育成基
盤整備事業）

　発達障害支援に関する研修会を
実施することにより、発達障害児
（者）支援に携わる人材育成を目
的として実施し、支援者の育成
や、資質向上を図る。

福祉政策課 障害福祉課 研修会の開催の実績 - -

【実績】
なし

【状況】
事業所の職場内研修などの取組みの促進を図るた
め、福祉・介護人材育成基盤整備事業（H24～H26）
にて、人材育成の考え方や具体的な人材育成体制を
示した「福祉・介護分野における人材育成ガイドライ
ン」（H27.3）を作成した。
　後継事業の福祉・介護人材育成促進事業（H27～
H28）にて当ガイドラインを用いた職場内研修を実施
する事業所に対し、研修手法等についての支援を
行った。
　当ガイドラインは、現在もおきなわ福祉研修支援サ
イト（沖縄県社会福祉協議会）HPから誰でもダウン
ロードし活用することができる。

【実績】
なし

【状況】
事業所の職場内研修などの取組みの促進を図るた
め、福祉・介護人材育成基盤整備事業（H24～H26）
にて、人材育成の考え方や具体的な人材育成体制を
示した「福祉・介護分野における人材育成ガイドライ
ン」（H27.3）を作成した。
　後継事業の福祉・介護人材育成促進事業（H27～
H28）にて当ガイドラインを用いた職場内研修を実施
する事業所に対し、研修手法等についての支援を
行った。
　当ガイドラインは、現在も福祉人材研修センターHP
から誰でもダウンロードし活用することができる。

99
2-(3)．
各分野にお
ける新人材

発達障害者支
援センターによ
る主催研修、共
催研修、講師派
遣等（発達障害
者支援センター
運営事業）

　研修や関係機関への講師派遣
等により、支援者の資質向上を図
る。

障害福祉課 ○

発達障害者支援センター
運営事業で実施した各分
野(教育・保育・保健・福
祉・就労・司法等)への研
修回数

各分野５回

【実績】
教育分野　主催共催研修：6件1339名
　　　　　　　　　　　　　　　講師派遣：26件
　　　　　　　　　　　　　　（受講者数：1,330名）
保育分野　主催共催研修・5件1,007名
　　　　　　　　　　　　　　　講師派遣：4件
　　　　　　　　　　　　　　（受講者数：46名）
保健分野　主催共催研修・4件1,031名
　　　　　　　　　　　　　　　講師派遣：４件
　　　　　　　　　　　　　　（受講者数名：210名）
福祉分野　主催共催研修：9件(1483名）
　　　　　　　　　　　　　　　講師派遣：10件
　　　　　　　　　　　　　　（受講者数：294名）
就労分野　主催共催研修：3件　419名
　　　　　　　　　　　　　　　講師派遣：6件
　　　　　　　　　　　　　　　（受講者数：104名）
司法分野
　　　　　　　　　　　　　　　講師派遣：4件
　　　　　　　　　　　　　　　　（受講者数：240名）

【実績】
教育分野　主催共催研修・講師派遣：49件
　　　　　　　　　　　　　　（受講者数：4,898名）
保育分野　主催共催研修・講師派遣：82件
　　　　　　　　　　　　　　（受講者数：2,665名）
保健分野　主催共催研修・講師派遣：7件
　　　　　　　　　　　　　　（受講者数名：485名）
福祉分野　主催共催研修・講師派遣：95件
　　　　　　　　　　　　　　（受講者数：3,229名）
就労分野　主催共催研修・講師派遣：10件
　　　　　　　　　　　　　　　（受講者数：449名）
司法分野　主催共催研修・講師派遣：0件
　　　　　　　　　　　　　　　　（受講者数：0名）
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100
2-(3)．
各分野にお
ける新人材

特別支援教育
実践推進事業
【再掲】

　全教職員の特別支援教育に係る
指導の改善を図ることを目的とし、
内容は管理職研修、一般教員研
修がある。

県立学校教
育課

義務教育課
・特別支援教育実践推進
研修の実施
　（開催回数／参加人数）

- -

【実績】
開催回数：３回
参加人数：1,216人

【状況】
インクルーシブ教育システム整備事業
・管理職悉皆研修（456人）
・新任管理職研修（109人）
・一般教員研修（651人）

【実績】
開催回数：２回
参加人数：961人

【状況】
インクルーシブ教育システム整備事業
・管理職悉皆研修（355人）
・新任管理職研修（中止）
・一般教員研修（606人）

101
2-(3)．
各分野にお
ける新人材

特別支援教育
人材育成研修
【再掲】

　全ての学校現場の特別支援教
育に係る推進役（特別支援教育
コーディネーター）の強化で、幼児
児童生徒への支援の推進を図る。

県立学校教
育課

義務教育課
特別支援教育人材育成研
修の実績（開催回数／参
加人数）

2,100人
(年間)

○

【実績】
開催回数：5回
参加人数：4,500人

【状況】
特別支援教育コーディネーター養成研修（563人）
幼稚園特別支援教育実践研修（1,923人）
特別支援学級・通級指導担当者研修（1,699人）
高等学校特別支援教育実践推進研修（88人）
合理的配慮に基づくＩＣＴ教育推進研修(227人）

【実績】
開催回数：１回
参加人数：176人

【状況】
特別支援教育コーディネーター養成研修（中止）
幼稚園特別支援教育実践研修（中止）
特別支援学級・通級指導担当者研修（176人）
高等学校特別支援教育実践推進研修（中止）
合理的配慮に基づくＩＣＴ教育推進研修(中止）

102
2-(3)．
各分野にお
ける新人材

圏域別研修等
事業（発達障害
者支援体制整
備事業）

　各圏域福祉事務所が、圏域の課
題や実状を踏まえ発達障害児
（者）支援者等の資質向上や発達
障害支援に関する内容の研修等
を実施し、支援体制整備を図るこ
とを目的とする。

福祉事務所 障害福祉課
圏域別研修等事業の実績
（各圏域ごと）

10回
(年間)

○

【実績】
7回
【状況】
○北部　２回／各19名参加　北部圏域９市町村にお
ける
ペアレントプログラムの取組（行政・事業所の立場か
ら
をテーマに,管内市町村職員、ファミサポ職員、保育
所職員を対象に実施した。

○中部　研修１回／94名視聴
オンライン開催
中部圏域発達障害児者支援者研修会（令和４年２月
26日実施）
「子育て奮闘中のパパママへ～ささやかな育児のヒン
ト」（当事者講演、新サポートノートえいぶる説明）

○南部　研修１回/127名参加　オンライン開催
市町村における医療的ケア児の支援体制整備に関
する研修会
令和3年11月30日開催

○宮古　圏域別研修等事業：1回/34名
・「発達障害啓発講演会」（2/5）
　「あると助かるえいぶるノート」（オンライン開催：34
名）
※「宮古圏域ペアレント・プログラム」は新型コロナ
ウィルス感染拡大防止のため中止。

○八重山　2回
・圏域別研修
①発達支援関係者向け研修会「発達が気になる子ど
も達の支援」の実施（令和３年８月14日　参加者55
名）

【実績】
５回

【状況】
○北部　1回／19名参加
・石垣市、国頭村におけるペアレントプログラムの取組（行
政・事業所の立場から）をテーマに,管内市町村職員、ファ
ミサポ職員、保育所職員を対象に実施した。

○中部　研修１回／32名参加
中部圏域発達障害児者支援者研修会
「繋ぎの支援～新サポートノートえいぶる」
（令和３年３月１２日　オンライン開催）

○南部実績なし

○宮古　圏域別研修等事業：1回/61名
・「発達障害啓発講演会」（1回）（視聴者：61名）
※「「新サポートノートえいぶる」研修会」、「宮古圏域ペア
レント・プログラム」は新型コロナウィルス感染拡大防止の
ため中止。

○八重山
・圏域別研修
①発達支援関係者向け研修会「地域で支える子どもの育
ち」の実施（令和２年７月18日　参加者47名）
②就労支援者向け研修会（発達障害）「利用者が安心し
て、支援者が楽になる、新サポートノートえいぶる活用に
ついて」の実施（令和２年６月11日　参加者19名）
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103
2-(3)．
各分野にお
ける新人材

強度行動障害
支援者養成研
修

強度行動障害を有する方に対し、
適切で専門的な支援を行うため、
医療を含めた強度行動障害に対
する総合的な支援体制を構築する
とともに、障害者福祉施設等の従
事者が、専門的な知識や技術を身
に付け、本人の生活の質を向上さ

障害福祉課
強度行動障害支援者養成
研修（基礎・実践研修）

- -
【実績】
実施回数：10回、受講者数843人

【実績】
実施回数：８回、受講者数577人

104
2-(3)．
各分野にお
ける新人材

市町村窓口職
員へ研修等

　特に、市町村等の地域支援シス
テム構築を目的とした研修等の実
施により、市町村の支援体制の整
備に対する支援を行う。

障害福祉課 ○
市町村窓口職員研修への
参加市町村数

20市町村
(年間)

○

【実績】
実施中

【状況】
令和4年12月～1月にかけて実施。研修内容は、体制
整備計画の説明、特性・疑似体験解説、繋ぎの支援
（えいぶる等）の解説であった。

【実績】
参加申込市町村数：14市町村

【状況】
令和２年10～11月にオンラインの動画配信型で実施
し、14市町村・66人の申込みがあった。。研修内容
は、体制整備計画の説明、特性・疑似体験解説、沖
縄県発達障害者支援センターの機能解説等であっ

105
2-(3)．
各分野にお
ける新人材

発達障害者支
援センターによ
る関係機関への
機関コンサル
テーション等(市
町村発達障害
者支援体制サ

　市町村が実施する相談支援の
中で、専門的な支援、技術的な助
言が必要なケース等に対する支援
等を行う。

障害福祉課

市町村発達障害者支援体
制サポート事業で実施した
機関コンサルテーション等
の実績

- -
【実績】
市町村等支援：延べ市町村25件

【実績】
市町村等支援：50件
関係機関との連携：81件

106
2-(3)．
各分野にお
ける新人材

発達障害地域
支援マネジメント
強化事業【再
掲】

　発達障害地域支援マネージャー
による事業所支援等を実施する。 障害福祉課

発達障害地域支援マネー
ジャーによる延べ事業所
支援数

延べ支援件数
５００件
（年間）

○
【実績】
延べ支援件数：705件
（圏域で抱える困難事例等に対する支援）

【実績】
延べ支援件数：705件
（圏域で抱える困難事例等に対する支援）

107

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

新サポートノート
えいぶるの普及
活動

　支援ファイルを、一貫性のある継
続的な支援や関係機関の円滑な
連携のために活用していくための
方法として、各分野関係機関で作
成、活用について検討し、発達障
害児（者）支援に役立てる。

県立学校教
育課

障害福祉課 ○ 支援ファイルの配布ヵ所
1,800ヵ所

(累計)
○

【実績】
556ヵ所

【実績】
315ヵ所（R2年度）

108

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

新サポートノート
えいぶるの情報
提供や説明会
等

　支援ファイルを、一貫性のある継
続的な支援や関係機関の円滑な
連携のために活用していくための
方法として、各分野関係機関で作
成、活用について検討し、発達障
害児（者）支援に役立てる。

障害福祉課 ○
新サポートノートえいぶる
の情報提供や説明会等

50件
(年間)

○
【実績】
共催研修：２件　情報提供：270件

【実績】
572件（研修動画を提供した546箇所含む）

109

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

保育所、幼稚園
の連携（幼児教
育合同研修会）
【再掲】

　保育所、認定こども園、幼稚園、
小学校合同の研修会を開催するこ
とにより、保幼こ小連携の推進を
図る。

義務教育課
県立学校教
育課

○
幼児教育合同研修会開催
実績
(保育技術協議会)

5回
（毎年度）

○

【実績】
　４回
【内訳】
　・沖縄県幼児教育合同研修会（1回）【オンライン開
催】
　・保育技術協議会（2回）【オンライン開催】
　・幼児教育連携体制推進連絡協議会(１回)【オンラ
イン開催】
【状況】
・コロナウィルス感染拡大まん延防止等によりオンラ
インによる開催となった。
・幼児教育連携体制推進連絡協議会は開催回数を１
回に見直した。
・市町村研修支援として幼児教育と小学校の円滑な
接続についてオンライン研修会を3回開催した。

【実績】
５回

【状況】
　・沖縄県幼児教育合同研修会（２回）　【紙面開催】
　・保育技術協議会【オンデマンド・紙面開催】
　・沖縄型幼児教育推進事業連絡協議会（３回）【紙
面開催】
コロナウィルス感染拡大防止や非常事態宣言等によ
り紙面開催やオンデマンドにての対応となった。
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110

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

沖縄県自立支
援協議会及び部
会（障害者等相
談支援体制整
備事業）

　県全体の障害児者の支援体制
の検討や市町村の支援体制に対
する意見・助言等を行うことによ
り、県内の早期支援体制の整備を
図る。

障害福祉課
自立支援協議会及び部会
開催回数

各部会１回
(年間)

-

【実績】
○自立支援協議会：１回
○相談支援・人材育成部会：１回
○療育・教育部会：　回
○就労支援部会：１回
○権利擁護部会：0回
○住まい・地域支援部会：１回

【実績】
○自立支援協議会：１回
○相談支援・人材育成部会：１回
○療育・教育部会：１回
○就労支援部会：１回
○権利擁護部会：２回
○住まい・地域支援部会：１回

111

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

圏域自立支援
連絡会議（障害
者等相談支援
体制整備事業）
【再掲】

　各圏域に圏域自立支援連絡会
議を設置し、市町村の課題抽出、
相談支援体制に対する支援等を
行う。

福祉事務所 障害福祉課
圏域自立支援連絡会議設
置状況

- -

【実績】
○北部　療育・教育部会　年２回開催
北部圏域９市町村における
ペアレントプログラムの取組（行政・事業所の立場から
をテーマに,管内市町村職員、ファミサポ職員、保育所職員を対象
に実施した。
１回／４０名参加　医療的ケア児研修会を実施
医療的ケアが必要なお子さんが利用できるガイドブックについて、
市町村の窓口に設置できているので今後の展開を図っていく。
・世界自閉症啓発デー及び発達障害啓発週間に市内のショッピン
グセンターに啓発パネルを設置した。
○中部
・療育教育部会　年３回開催
・中部圏域「教育と福祉の連携」推進連絡会　令和３年12月15日
オンライン開催／137名視聴（トライアングルプロジェクトに係る行
政説明、実践事例報告）
・中部圏域医療的ケア児等コーディネーター連絡会議　令和４年２
月24日オンライン開催／24名参加（行政説明、実践事例報告）
・医療的ケア児と家族の育児・療育サポートガイド〔令和３年度版〕
を発行・ホームページに公開
○南部　療育・教育部会　年１回開催
発達障害児者の支援体制、医療的ケア児の支援体制等について
協議
○宮古　療育・教育部会（年２回開催）
第１回
・ペアレント・プログラムについて
・精神疾患のある保護者の対応んついて
・院内学級について
第２回
・医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律について
・宮古圏域発達障害講演会「あると助かるえいぶるノート」につい
て
・精神疾患のある保護者への対応について
・ヤングケアラーについて
○八重山　療育・教育部会　年２階開催
・石垣市でペアレントプログラムを実施。

【実績】
○北部　療育・教育部会　年２回開催
・石垣市・国頭村におけるペアレントプログラムの取組状況について、市町
村職員、ファミサポ職員等向け研修会を開催した。
・国頭村、大宜味村でペアレントプログラム実施。
・昨年度作成した医療的ケアが必要なお子さんが利用できるガイドブックに
ついて、「ガイドブック作成委員会」を開催し、修正、追加箇所、周知の方法
等について確認した。
・世界自閉症啓発デー及び発達障害啓発週間に市内のショッピングセン
ターに啓発パネルを設置した。
　
○中部　療育教育部会　年２回開催
・中部圏域医療的ケア児等コーディネーター連絡会議
（12月8日オンライン開催　27名参加）
・医療的ケア児と家族の育児・療育サポートガイド〔令和２年度初版〕を発
行・ホームページに公開

○南部実績なし

○宮古　療育・教育部会（年3回開催）
・医療ケア児の保護者のレスパイトについて状況確認。
・精神疾患のある保護者への支援について討議。
その他、部会の取組として、「ペアレント・プログラム意見交換会」を開催(1
回)。
※「宮古圏域ペアレント・プログラム」は新型コロナウィルス感染拡大防止の
ため中止。

○八重山
・療育・教育部会は、新型コロナウィルス感染症の影響で非開催
・ペアレントプログラムを石垣市、与那国町で実施。

112

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

発達障害児
（者）支援機関
連絡会議（発達
障害者支援体
制整備事業）
【再掲】

　発達障害児（者）及びその家族
に対し、途切れのない支援を推進
するため、県関係各課等で委員を
構成し、支援に係る現状及び課題
の共有や対応協議等を行う会議と
して開催する。

障害福祉課
発達障害児（者）支援体制
整備委員会開催回数

２回
(年間)

○
【実績】
１回

【実績】
１回

113

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

市町村自立支
援協議会の開
催状況

　市町村自立支援協議会の設置、
活用の促進を図る。各圏域に配置
したアドバイザーと福祉事務所が
連携し、市町村に対する協議会の
設置活用について助言、支援を行
うことや、市町村においては自立
支援協議会を活用し相談支援体

障害福祉課 福祉事務所 ○
市町村自立支援協議会
（全体会）の開催している
市町村数

４１市町村 ○
【実績】
25市町村（44回）

【実績】
26市町村（58回）
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114

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

要保護児童対
策地域協議会
【再掲】

　要保護児童対策地域協議会へ
の参加により、情報交換及び支援
内容に関する協議を行うことや、
既設置市町村に対しての運営支
援を強化し、協議会の活用を図
る。

青少年・子ど
も家庭課

児童相談所 ○
【児童相談所】
児相の参加状況

－ －

【コザ児相実績】
管内市町村要対協参加実績
全247件
・代表者会議…14件
・実務者会議…19件
・進行管理会議…18件
・個別支援会議…196件

【中央児相実績】
全２６５件
管内市町村の要対協への参加実績
代表者会議      　  ９件
実務者会議        １６件
進行管理会議     １４件
個別支援会議   ２２６件

【コザ児相実績】
管内市町村要対協開催実績
全201件
・代表者会議…6件
・実務者会議…20件
・進行管理会議…21件
・個別支援会議…154件

【中央児相実績】
管内市町村の要対協への参加実績
代表者会議      １０件
実務者会議       ２９件
進行管理会議   １８件
個別支援会議    ２３４件

115

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

子ども・若者支
援地域協議会

ニート、ひきこもり、不登校等、社
会生活を円滑に営む上での困難
を有する子ども・若者に対する支
援を効果的かつ円滑に行うため、
子ども・若者育成支援推進法に基
づき設置された協議会を開催す
る。

青少年・子ど
も家庭課

子ども・若者支援地域協議
会開催回数

- -
【実績】
1回

【実績】
1回

116

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

発達障害者支
援センター連絡
協議会（発達障
害者支援セン
ター運営事業）

　発達障害者支援センターが行う
発達障害者に対する支援や、関係
機関等との連携のあり方について
意見等を聴取し、センターが行う
総合的なサービスのあり方の検討
に資することを目的として開催す
る。

障害福祉課
発達障害者支援センター
連絡協議会開催回数

2回
(年間)

○
【実績】
実施回数：２回

【実績】
実施回数：２回

117

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

県内の実態調
査（発達障害者
支援センター運
営事業）

　県内の支援体制の実態調査を
行うことにより、課題等を把握し、
市町村等の支援のあり方について
検討する。

障害福祉課 福祉事務所 ○
県内の実態調査の実施状
況

- －

【実績】
・市町村乳幼児健診事後教室およびフォロー事業実
施状況調査（1回）
・市町村発達障害児（者）支援体制整備状況に関する
実態調査
・「保育スキル向上プログラム」評価アンケート

【実績】
・市町村乳幼児健診事後教室およびフォロー事業実
施状況調査（1回）
・新サポートノートえいぶるに関する調査（1回）
・「親子通園事業に関する実態調査」（1回）

118

2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

障害児入所支
援事業【再掲】

福祉型障害児入所施設及び医療
型障害児入所施設・指定医療機
関があり、障害の特性に応じて、
保護、日常生活の指導及び独立
自活に必要な知識技能や治療を

児童相談所 障害福祉課
障害児入所支援施設設置
数

- -

【実績】
医療型障害児入所施設（指定医療機関の沖縄病院、
琉球病院含め）：６施設
福祉型障害児入所施設：４施設

【実績】
医療型障害児入所施設（指定医療機関の沖縄病院、
琉球病院含め）：６施設
福祉型障害児入所施設：４施設
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2-(4)．
移行期の
「支援の途
切れ」防止

発達障害児
（者）支援機関
連絡会議【再
掲】

　発達障害児（者）及びその家族
に対し、途切れのない支援を推進
するため、県関係各課等で委員を
構成し、支援に係る現状及び課題
の共有や対応協議等を行う会議と
して開催する。

障害福祉課
発達障害児（者）支援機関
連絡会議開催回数

２回
（年間）

○

【実績】
支援機関連絡会議・実務者会議：１回

【状況】
新型コロナウイルスの影響を踏まえ、連絡会議・実務
者会議を合同とし、書面で実施した。

【実績】
支援機関連絡会議・実務者会議：１回

【状況】
新型コロナウイルスの影響を踏まえ、連絡会議・実務
者会議を合同とし、書面で実施した。
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2-(5)．
県民に対
する正しい
理解の普
及啓発

発達障害児者
支援に関わる相
談・支援機関リ
ストの作成（発
達障害者支援セ
ンター運営事
業）【再掲】

　発達障害児者支援に関わる相
談・支援機関リストを作成すること
により、当事者及びご家族、支援
関係機関がリストを活用し、必要な
支援につながることを目的とする。

障害福祉課
発達障害児者支援に関わ
る相談・支援機関リストの
作成

リストの更新 －
【実績】
改訂版を作成・発行（「発達障がい児（者）支援に関わ
る相談・支援機関リスト」）6,800部増刷

【実績】
改訂版を作成・発行（「発達障がい児（者）支援に関わ
る相談・支援機関リスト」）3,500部増刷

19/22



参考資料６

Ｎｏ １．項目
２．実施事業・計

画・取組等
３．２の概要等（事業の内容、目的

等）
２に関係する

課①
２に関係する

課②
市町
村

事業等の実施効果の目安
となるもの

目標設定等
数値
目標

R３の実績及び状況
参考

R2の実績及び状況

様式１　令和３年度実績報告（第３期計画　発達障害者支援関係事業一覧）

121

2-(5)．
県民に対
する正しい
理解の普
及啓発

一般県民向け普
及・啓発パンフ
レット配布

　発達障害理解のための啓発パン
フレット等の作成により、県民及び
支援者に正しい知識と理解につい
て情報発信を行う。

障害福祉課
一般県民向け普及・啓発
パンフレットの配布数

3,000部
(年間)

○

【実績】
配布部数：39,733部
啓発冊子「発達障害ってな～に」（3376部）
新サポートノートえいぶる啓発チラシ（2,906部）
新サポートノートえいぶる補助動画広報チラシ（137
部）
発達障がい児者支援に関わる相談・支援機関リスト
（6,773部）
発達障がい児者支援に関わる医療機関リスト増刷
（6,661部）
発達障がいに関する親の会・当事者団体等リスト増
刷（2,817部）
発達障害啓発用チラシ増刷（2,121部）
発達障害支援ガイドブック「学齢期編」仮説を立てて
実践してみよう！ABCD仮説くん（13,645部）
日本語版・英語番リーフレット（1,297部）

【実績】
配布部数：16,037部

【詳細】
・新サポートノートえいぶる啓発チラシ：2,516部
・啓発冊子「発達障害ってな～に」：2,481部
・発達障がい児（者）の診療等を行っている医療機関
リスト：2,433部
・発達障がい児者に関わる相談・支援機関リスト：
3,802部
・発達障がいに関わる親の会・成人当事者団体等リ
スト：1,956部
・外国人向け啓発リーフレット：1,085部
・発達障害の理解のために（啓発チラシ）：1,764部
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2-(5)．
県民に対
する正しい
理解の普
及啓発

講演会や、発達
障害理解に向け
た普及啓発の取
組（発達障害者
支援センター運
営事業）

　毎年度「世界自閉症啓発デー・
発達障害啓発週間」等を活用し、
発達障害理解に向けた普及啓発
の取組を積極的に推進する。

障害福祉課 ○
世界自閉症啓発デー・発
達障害啓発週間等による
普及啓発の取り組み状況

延べ件数
１０件
(年間)

○

【実績】
世界自閉症啓発デー関連
・イベント3件（来場者数：180名）
・関係者との調整会議10件
・世界自閉症啓発デー・発達障害啓発週間inおきな
「除菌シート」４１市町村配布（3,300個）
・世界自閉症啓発デー・発達障害啓発週間inおきな
わ
・中部圏域実行委員会「発達障害の啓発DVD」（1１
枚）
・世界自閉症啓発デー・発達障害啓発週間inおきな
わ「マスクをつけられませんバッジ」４１市町村配布
（200個）
・世界自閉症啓発デー・発達障害啓発週間ラジオ広
告（3局　）
・世界自閉症啓発デー・発達障害啓発週間　新聞広
告（2社）

【実績】
世界自閉症啓発デー関連
・イベント3件（来場者数：290名）
・関係者との調整会議14件
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2-(5)．
県民に対
する正しい
理解の普
及啓発

圏域別研修等
事業（発達障害
者支援体制整
備事業）
【再掲】

各圏域福祉事務所が、圏域の課
題や実状を踏まえ発達障害児
（者）支援者等の資質向上や発達
障害支援に関する内容の研修等
を実施し、支援体制整備を図るこ
とを目的とする。

福祉事務所 障害福祉課
圏域別研修等事業の実施

状況
１０回
(年間)

○

【実績】
７回

【状況】
○北部　２回／各19名参加　北部圏域９市町村における
ペアレントプログラムの取組（行政・事業所の立場から
をテーマに,管内市町村職員、ファミサポ職員、保育所職員
を対象に実施した。

○中部　研修１回／94名視聴
オンライン開催
中部圏域発達障害児者支援者研修会（令和４年２月26日
実施）
「子育て奮闘中のパパママへ～ささやかな育児のヒント」
（当事者講演、新サポートノートえいぶる説明）

○南部　研修会　年1回開催
127名参加　オンライン
市町村における医療的ケア児の支援体制整備に関する研
修会

○宮古　圏域別研修等事業：1回/34名
・「発達障害啓発講演会」（2/5）
　「あると助かるえいぶるノート」（オンライン開催：34名）
※「宮古圏域ペアレント・プログラム」は新型コロナウィルス
感染拡大防止のため中止。

○八重山
・圏域別研修
①発達支援関係者向け研修会「発達が気になる子ども達
の支援」の実施（令和３年８月14日　参加者55名）
②発達支援関係者向け研修会「発達探偵　仮説くん！～
発達が気になる子どもへの支援」の実施（令和４年２月２
日　参加者26人）

【実績】
５回

【状況】
○北部　1回／19名参加
・石垣市、国頭村におけるペアレントプログラムの取組（行
政・事業所の立場から）をテーマに,管内市町村職員、ファ
ミサポ職員、保育所職員を対象に実施した。

○中部　研修１回／32名参加
中部圏域発達障害児者支援者研修会
「繋ぎの支援～新サポートノートえいぶる」
（令和３年３月１２日　オンライン開催）

○南部実績なし

○宮古　圏域別研修等事業：1回/61名
・「発達障害啓発講演会」（1回）（視聴者：61名）
※「「新サポートノートえいぶる」研修会」、「宮古圏域ペア
レント・プログラム」は新型コロナウィルス感染拡大防止の
ため中止。

○八重山
・圏域別研修
①発達支援関係者向け研修会「地域で支える子どもの育
ち」の実施（令和２年７月18日　参加者47名）
②就労支援者向け研修会（発達障害）「利用者が安心し
て、支援者が楽になる、新サポートノートえいぶる活用に
ついて」の実施（令和２年６月11日　参加者19名）
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2-(5)．
県民に対
する正しい
理解の普
及啓発

発達障害児
（者）の実態及び
課題の把握

　発達障害児（者）を支援している
民間団体の把握及び当該団体や
関係機関と連携した支援を進める
ことや、市町村、圏域ごとの発達
障害児（者）の実態及び課題の把
握を行い情報発信や普及啓発を
行う。

障害福祉課 福祉事務所 ○

取り組み状況の実績（例：
民間団体との連携、実態
調査等の実施状況、情報
発信や普及啓発の方法、
実績等）

- -

【実績】
・市町村乳幼児健診事後教室およびフォロー事業実
施状況調査（1回）
・市町村発達障害児（者）支援体制整備状況に関する
実態調査
・「保育スキル向上プログラム」評価アンケート

【実績】
・「市町村乳幼児健診事後教室およびフォロー事業実
施状況調査」（1回）
・「新サポートノートえいぶるに関する調査」（1回）
・「親子通園事業に関する実態調査」（1回）
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2-(5)．
県民に対
する正しい
理解の普
及啓発

障害者等雇用
理解促進事業

県内企業等における障害者の新
規雇用の拡大や、障害特性に配
慮した職場環境づくりを促進する
ため、セミナー実施や情報誌発行
等により、企業者県民の障害者雇
用に対する理解を促し、その取り

雇用政策課 情報紙発行数 - -

【実績】
R３年度発行無

【状況】
事業内容の見直しに伴い、R2年度以降は発行しない
こととしたため。

【実績】
R2年度発行無

【状況】
事業内容の見直しに伴い、R2年度以降は発行しない
こととしたため。
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2-(5)．
県民に対
する正しい
理解の普
及啓発

障害者雇用支
援月間行事

関係機関と連携し、下記の行事を
実施することにより、障害者雇用
の周知啓発、雇用促進を図る。①
経済団体等に対する要請　②障害
者就職面接会　③沖縄県障害者
雇用優良事業所・優秀勤労者表
彰

雇用政策課 行事実施回数 - -

【実績】
①経済団体等に対する要請（10/15）
②障害者合同就職面接会(※新型コロナウイルス感
染症
　の影響により開催中止）
③沖縄県障害者雇用優良事業所・優秀勤労者表彰
　（10/18）

【実績】
①経済団体等に対する要請（9/4）
②障害者合同就職面接会(※新型コロナウイルス感
染症の影響により開催中止）
③沖縄県障害者雇用優良事業所・優秀勤労者表彰
　（9/17）
　①、③を各１回実施、②については、R2年度開催中
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2-(5)．
県民に対
する正しい
理解の普
及啓発

ひきこもり専門
支援センターに
よる啓発パンフ
レットの作成

ひきこもり者の中には、発達障害
の課題を抱えている者も少なくな
い。ひきこもり者への理解や対応
についてひきこもりセンター通信や
オ案フレット作成配布、講演会等
を通した普及啓発を行う

ひきこもり専
門支援セン
ター(精神保
健福祉セン
ター内に設
置)

ひきこもり通信作成(配信
部数)
パンフレットの作成(部数)
講演会(開催回数、参加人
数)

－ －

【実績】
①ひきこもり専門支援センターについてホームページ
へ掲載
②ひきこもりに関する他機関主催の研修会へ講師派
遣（5回）

【実績】
①ひきこもり専門支援センター通信作成及び市町村
等関係機関へ配布、ホームページへの掲載
②ひきこもりに関する他機関主催の研修会へ講師派
遣（3回）
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